
厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

令和４年度分担研究報告書 

タスクシフトによる医師の労働時間短縮効果と経営上の影響に関する実態調査：

東京医科歯科大学病院 放射線部における取り組みの把握 

研究代表者 

研究協力者 

荒井 耕 

羽田 紘人 

一橋大学大学院経営管理研究科 

東京医科歯科大学病院 放射線部 

研究要旨 

厚生労働省の推進する働き方改革の一環として、医師の労働時間の短縮のため、医療専

門職種等への業務の移管（タスクシフト）や共同化（タスクシェア）の推進が行われてい

る 1)。これらの業務体系の遷移は、労働環境のみならず、人件費が大きな割合を占める医療

機関の経営改善や国家医療財政の費用構造改革へ資すると期待される。 

これまでの先行研究では医師の労働時間の適正化や業務移管のあり方について焦点が当

てられたものが多く 2)3)4)、医療従事者へのタスクシフトのもたらす経営的効果については

明らかにされていない。また、欧米においても看護師等の業務範囲の拡大が見直されてお

り、医療専門職種の役割の変化や業務水準・費用についての調査報告があげられているが、

これらは医療の質と基本的給与で比較した費用効果について分析されたものであり、タス

クシフトがもたらす医療機関経営に与える影響についての分析は行われていない 5)6)

本年度はタスクシフトを「特に推進するもの」とされている業務群に関して、東京医科

歯科大学病院（放射線部）におけるタスクシフト該当項目を抽出すると共に、既に医師か

ら他の職種へ移管されている業務を含めた、初期投資や継続研修に関わる時間及び費用の

調査を行った。 

その結果、厚生労働省が掲げるタスクシフトを「特に推進するもの」に該当する業務が、

東京医科歯科大学病院 放射線部においても行われていた。しかしながら、これらの業務は

令和 3 年 9 月 30 日に厚生労働省より通達されたように、“現行制度の下で実施可能な範囲”

であり、従来から一般的な医療専門職種の業務として行われているものであった。また、

これらの業務では多くの項目で座学研修は行われておらず、On the job training 形式の

実務研修により、研修生として各部門での業務を習得するものであった。 

この他、タスクシフトの阻害要因として、患者自身の医療行為の選択・意思決定につい

ては、主科の医師から説明・同意が取られるべきという医療安全上の認識が上げられた。

加えて、タスクシフトが推進されている一部の業務について、大学病院の持つ教育機関と

しての役割から、当該業務を若手医師が行う上で技術向上を目的とした意味合いがあると

の意見が得られた。 

このように本研究では、単一施設であるが診療放射線技師を中心とした様々な医療専門

職種における、詳細なタスクシフトの実施状況と研修に関わる人的資源の投入状況を明ら
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かにすることができた。次年度以降は本調査結果をもとに、放射線部門におけるタスクシ

フトの経営的効果についての報告を目指す。 

 

Ａ．研究目的 

医師の労働時間短縮に向けた取組として、

タスクシフト/シェアが広く推進されている。

一方で、タスクシフト対象業務は、その移管

内容により教育研修費や発生回数が異なり、

移管先職種の教育負担とタスクシフトにお

けるコスト削減効果を明らかにすることが

求められる。本研究ではタスクシフトによる

医師労働時間短縮効果と医療機関経営への

影響を明らかとすることを目標に東京医科

歯科大学病院を対象としたタスクシフトに

ついての調査を行った。 

放射線部門は中央診療部門という院内構

造のもとに設置された組織であるため、多く

診療科・医療従事者・職員を介した横断的な

業務が行われている。タスクシフト項目につ

いても、放射線科医師から診療放射線技師へ

の業務の移管のみではなく、他の診療科医師

や職種を介した業務も有する。本年度は、放

射線部門で行われている業務移管の背景や

研修等に要する時間・費用等の調査・分析を

行うことにより、タスクシフトの実態を明ら

かにすることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 「医師の働き方改革を進めるためのタス

ク・シフト/シェアの推進に関する検討会」

では、「現行制度上実施可能な業務」の中か

ら、「特に推進するもの」が医療関係資格（職

能）ごとにまとめられており、本研究班では

そのリストを基に整理した 27 業務区分を用

いている（表 1）。 

本研究では「特に推進するもの」において

示された業務について、放射線部内に設置さ

れている各モダリティ（単純 X 線撮影、X 線

CT 検査、核磁気共鳴（MRI）検査、骨塩定量

検査、乳房撮影、血管撮影、核医学検査、放

射線治療）を対象に、既に移管されている業

務および現在遂行中の業務について、タスク

シフト項目の抽出、発生件数・時間の調査を

行った。 

また、タスクシフトによる医師労働時間短縮

効果と医療機関経営への影響を明らかとす

る上で、移管に要する教育研修時間およびマ

ニュアル等の有無についても実態の調査を

行った。 

 

（倫理面への配慮） 

本調査研究は、一橋大学の倫理審査委員会

の審査・承認を受け実施した（承認日：2022

年 10月 20 日、承認番号：2022C022 号）。 

 

Ｃ．研究結果 

東京医科歯科大学病院 放射線部での調査

の結果、診療放射線技師における、タスクシ

フトを「特に推進するもの」に該当する項目

のうち、管理番号 D1, D2, D3, D4（表 2）の

すべての業務が行われていた。しかしながら、

これらの業務は令和 3 年 9 月 30 日の「現行

制度の下で実施可能な範囲におけるタスク・

シフト/シェアの推進について」の厚生労働

省通達以降に行われたものではなく、すでに

一般的な医療専門職種の業務として扱われ

ているものであった。特に D1, D3 について

は、多くのモダリティ（単純 X 線撮影、X 線

CT 検査、核磁気共鳴（MRI）検査、骨塩定量

検査、乳房撮影、核医学検査）から報告され

ていた（表 4）。D1 では、異常所見を疑った

際に医師への報告を行うものや、D3 では主

治医が検査予約時に行った放射線被曝、造影
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剤の副作用、安全性についての説明を、検査

当日に再度行う等の業務が上げられた。D2は

「血管造影・画像下治療（IVR）における補

助行為」ついての項目であり、IVR に限局し

た項目として東京医科歯科大学病院 放射線

部においても血管撮影室にて行われていた。

D4 については放射線管理区域内での患者誘

導ということで、核医学検査室からの報告が

あった。 

 また研修については、本報告で上げられた

D1, D2, D3, D4 に該当する業務項目の多く

において座学研修は行われていなかった。一

部、放射線被曝に関する説明に関しては、

日々の研鑽に加えて、医療法に伴う「診療用

放射線の安全利用のための研修」をもって放

射線被曝への知識の向上・維持を行っている

との回答が得られた。実務研修については多

くの項目が On the job training で行われ

ており、研修生として各部門で業務内容を習

得する中で、当該タスクシフト項目について

学ぶものであった。（表 5）各項目の研修時間

は数十分から一時間程度であった。研修の参

加人数については各モダリティを日常的に

担当する人数が報告されており、当該部門に

おいて一人前のスタッフとして勤務を行え

る状態を目指す上で習得するべき業務とい

う位置づけであった。一年間に研修を行う人

数については、欠員に応じた新入職員の雇用

を行っているため、不特定であるとの回答が

得られた。発生件数については、異常所見を

疑った際の医師へ報告など一日数件の項目

や同意書の受領や被ばくの説明など 10 件/

日程度のタスクシフト項目が上げられた。 

 

Ｄ．考察 

医師の働き方改革に伴うタスクシフトが

進められる一方で、タスクシフトを「特に推

進するもの」に該当する業務が、東京医科歯

科大学病院 放射線部では従来からすでに一

般的な医療専門職種の業務として行われて

いた。これらの業務は、令和３年９月 30 日

に厚生労働省より通達されたように、現行制

度の下で実施可能な範囲であり、スタッフを

多数抱える組織においては、医療専門職種の

正式な業務として広く行われている業務内

容もある。 

D1, D2, D3, D4 として上げられた項目の

うち、特に D1 の「撮影部位の確認・検査オ

ーダーの代行入力等」については「医療従事

者の一員として、検査時に異常所見を発見し

た際は、適宜医師への報告行ってきた。」と

の意見が得られた。D3 の「放射線検査等に関

する説明、同意書の受領」については、東京

医科歯科大学病院では放射線検査における

検査前説明および同意は、基本的に主治医か

ら患者へと行うものとして運用されている。

しかしながら、検査の目的によっては 1年後、

半年後等の予約も生じており、被検者の記憶

状態や不安の解消を目的として、検査当日で

の診療放射線技師による補助的な説明が行

われていた。しかし「検査オーダーの代行入

力」や「検査および副作用の説明」を診療放

射線技師が主体となり行うタスクシフトは

行われていなかった。この背景として、患者

自身の医療行為の選択・意思決定については

主科の医師から説明・同意が取られるべきと

いう認識も得られており、タスクシフト推進

の阻害要因となっていると考えられる。 

 また、D2 における“血管造影・画像下治療

（IVR）における補助行為”には、血管撮影

室において術者の補助者としてカテーテル

及びガイドワイヤー等を診療放射線技師が

保持する行為が含まれている。しかしながら、

本行為は術者に最も近い位置で補助を行う

ため、若手医師の教育・技術向上の役割があ

り、診療放射線技師へのタスクシフトとして
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は検討されていないとの意見も得られた。 

今回の報告における業務区分はタスクシ

フトを「特に推進するもの」として上げられ

た業務区分および厚生労働省通達である「現

行制度の下で実施可能な範囲におけるタス

ク・シフト/シェアの推進について」に沿っ

た業務内容として抽出されたものである。一

方でこれら“推進される業務”に該当するか

の解釈には一定程度の幅があり、先行研究で

ある「新しいチーム医療における医療・介護

従事者の適切な役割分担についての研究」に

おいては、同一の項目について幅広い業務が

上げられている。本調査では、上記の先行研

究との比較が行えるようデータの収集を行

っている。引き続き分析を行い次年度以降の

報告としたい。 

 

Ｅ．結論 

医師の働き方改革の推進により、多くの医

療機関においてタスクシフト/シェアが進め

られている。 

東京医科歯科大学病院 放射線部への本年

度の調査により、単一施設であるが放射線部

門における詳細なタスクシフト対象項目の

実施状況とその研修に関わる人的資源の投

入状況が明らかになった。 

 次年度以降は、本年度の調査で得られたタ

スクシフト項目について教育・研修費及びタ

スクシフトによる効果についての検討を行

いたい。また、先行研究との比較を行うこと

により、複数施設でのタスクシフトの実態を

明らかにすることを目標とする。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 該当無し 

 

Ｇ．研究発表  

該当無し 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 該当無し 
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表 1 

タスクシフト「特に推進するもの」 
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表 2 

現行制度の下で実施可能な範囲におけるタスク・シフト/シェアの推進について 

（タスクシフトを「特に推進するもの」該当項目） 
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表 3 

(表頭のみ掲載、表側は表 1 の各シフト対象項目 ) 
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表 4 タスクシフト実施項目 

（① ～⑭については表 4～6 に対応する各タスクシフト実施項目の通し番号とする） 

 

作成し
ていな

い

作成し
ている

総作成時間
約［時間］ 作成担当職種 担当職種 研修準備時間　 約

［時間］

管理番号 例　タスクシフト業務① ✔ 10 医師 ✔ 5 1 医師 15

一般撮影

① D1 撮影部位の確認、検査オーダの代行入力、
追加撮影 ✔ ✔

② D3 放射線被曝に関する説明 ✔ ✔ 3 70 医師、診療放射線技
師

CT

③ D1 撮影部位の確認、検査オーダの代行入力、
追加撮影 ✔ ✔

④ D1 異常を疑った際の放射線科医への連絡 ✔ ✔

⑤ D3 放射線被曝に関する説明 ✔ ✔ 3 70 医師、診療放射線技
師 3

⑥ D3 副作用の説明 ✔ ✔

MRI

⑦ D1 撮影部位の確認、検査オーダの代行入力、
追加撮影 ✔ ✔

血管撮影

⑧ D2 IVR補助行為①
（血管撮影装置の操作、画像提示） ✔ 10 診療放射線技師 ✔

⑨ D2
IVR補助行為②（医師の指示の下、使用物
品（カテーテル等）の手渡し、常備薬の受け
渡し）

✔ ✔

核医学検査

⑩ D1 撮影部位の確認、検査オーダの代行入力、
追加撮影 ✔ ✔

⑪ D3 放射線被曝の説明をする(2017年以降) ✔ ✔

⑫ D3 検査前の副作用説明・問診(2020年以降) ✔ ✔

⑬ D4 RI核種投与後、安静待機室への誘導
(2015年以降) ✔ ✔

放射線治療

⑭ D3 放射線治療を受ける上での注意点や説明を
行う行為 ✔ 放射線技師、看護師 ✔

厚生労働省タスクシフト検討会提示の
「特に推進する」４６業務種類区分

　「業務マニュアル」（手引書）の有無
座学研修

「座学研修」なし 「座学研修」あり
1人当たり

総研修時間 約［時
間］

研修参
加

者数

院内実施で内部講師の場合
院内実

施で外部
講師の場
合　外部
講師費
用 約

外部研修受講の場合
受講費用 約［円／

一人当り］
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表 5 タスクシフト実施項目 

（① ～⑭については表 4～6 に対応する各タスクシフト実施項目の通し番号とする） 

 

On　the
job

「実務研修」
あり 担当職種 研修対応時間

約［時間］ 医師 他職種 医師 他職種 医師 他職種 医師 他職種

通し番号 ✔ ✔ 25 1 医師 25 20 90.0 - - 90.0 90.0 - - 90.0

① ✔ 20 2 100 0 90 10 40 0 36 4

② ✔ 10 2 100 0 70 30 20 0 14 6

③ ✔ ✔ 0.2 20 診療放射線
技師 400 3 100 0 70 30 1200 0 840 360

④ ✔ ✔ 0.2 20 診療放射線
技師 10 5 100 0 20 80 50 0 10 40

⑤ ✔ 12 5 100 0 70 30 60 0 42 18

⑥ ✔ ✔ 0.2 20 看護師、
診療放射線 100 3 100 0 70 30 300 0 210 90

⑦ ✔ ✔ 0.2 23 診療放射線
技師 200 2 100 0 50 50 400 0 200 200

⑧ ✔ ✔ 200 20 診療放射線
技師 200 1 80 20 75 25 160 40 150 50

⑨ ✔ ✔ 0.5 20

医師、看護
師、

診療放射線
技師

200 1 20 80 10 90 40 160 20 180

⑩ ✔ 8 7 診療放射線
技師 8 不特定 5 0 100 0 100 0 不特定 0 不特定

⑪ ✔ 不特定 5 100 0 50 50 不特定 不特定 不特定 不特定

⑫ ✔ 不特定 5 30 70 10 90 不特定 不特定 不特定 不特定

⑬ ✔ 0.5 7 医師、看護
師 0.5 300 1 30 70 30 70 90 210 90 210

⑭ ✔ 10 30 100 0 50 50 300 0 150 150

実務研修

研修参加者
数

院内実施で内部指導者の場合 院内実施で外部
指導者の場合

外部指導者費用
 約［円］

外部研修受講の場
合　受講費用

約［円／一人当
り］

「実務研修」
なし

「実務研修」
あり

1人当たり総研修時
間 約［時間］

業務の1カ月
当たり発生件数
約［件／月］

業務の1回
当たり

時間  約
［分／
回］

合計（％） 合計時間（分）

タスクシフト前 タスクシフト後 タスクシフト前 タスクシフト後
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表 6 タスクシフト実施項目 

（①～⑭については表 4～6 に対応する各タスクシフト実施項目の通し番号とする） 

 

業務名 業務名 業務名 業務名

詳細 医師 他職
種 医師 他職

種 詳細 医師 他職
種 医師 他職種 詳細 医師 他職種 医師 他職種 詳細 医師 他職種 医師 他職種

通し番号
不整脈デバイス留置術
におけるデバイスの手配 10.0 - - 10.0 不整脈デバイス留置術における手術

用医療機器や器材の準備 10.0 - - 10.0
不整脈デ
バイス留
置術にお

10.0 - - 10.0
不整脈デ
バイス留置
術における

20.0 - - 20.0

① 40 - 36 - 検査コメントや患者の訴えとオーダー
の不一致 - 0 - 4

② 20 - 14 - 被爆に関する説明 - 0 - 6

③ 1200 - 840 - 検査コメントとオーダーの不一致 - 360

④ 主治医から放科へ相談 50 - 10 - 主治医不在時の報告 - 40

⑤ CT検査等に関する説
明 60 - 42 - 被爆に関する説明 - 18

⑥ 副作用説明・問診 300 - 210 - 副作用説明 - 15 副作用
説明・問 - 0 - 75

⑦ 400 - 200 - 検査コメントとオーダーの不一致 - 200

⑧ 装置の操作、画像提示 160 - 150 - 装置の操作、画像提示 - 40 - 50

⑨ 使用物品の受け渡し 40 - 20 - 使用物品の受け渡し - 80 - 60
使用物
品の受け
渡し

80 120

⑩ 不特定 不特定

撮影範囲を主治医又は放射線科医に
相談する　電話予約のみの検査やキャン
セル待ちのオーダーの代行入力を行う、
検査時に追加が必要と判断したら追加
撮像　PETは放射線科医に相談

不特定 不特定

⑪ 患者注射時の質疑応
答 不特定 不特定 患者撮影時の質疑応答 不特定 不特定 患者注

射時の質 不特定 不特定 患者問診時 不特定 不特定

⑫ 注射時に副作用の説
明と 不特定 不特定 注射時に副作用の説明と

注射禁忌の病歴がないかチェック 不特定 不特定 注射時に
副作用の 不特定 不特定 注射時に

副作用の 不特定 不特定

⑬
シンチ薬剤投与後待機
室へ
の移動

100 100
PET薬剤
投与後に
待機室に

200 200

⑭ 診察 300 - 150 - 治療期間中の注意点や
前処置の説明 - - - 50

治療期
間中の注
意点や一

- - - 100

タスクシフト前 タスクシフト後 タスクシフト前 タスクシフト後

作業者1（医師）分 作業者2（技師）分 作業者３（看護師）分 作業者4（医療事務）分

タスクシフト前 タスクシフト後 タスクシフト前 タスクシフト後
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